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「2013年以降の対策・施策に関する報告書」（平成24年6月中央環境審議会地

球環境部会）（抄） 

 

※本検討会の資料で紹介している施策や委員の指摘に関係する部分のうち、中位ケース1に

ついて、下線や赤枠を追加。 

 

（産業部門） 

図表３－１３ ケースごとの主な対策導入量・施策（産業分野）

 
 

 

（業種横断技術について） 

○産業用モーター、ボイラー、工業炉等の業種横断技術については、中小企業を含む幅広い

事業主体に省エネを促す必要があり、低位ケースとしては、中小企業などで対策が進まな

い場合（例：数年間で投資回収可能な技術が一部しか導入されていない現在の状況）を延

長するケースを想定。中位ケースでは支援や地球温暖化対策推進法に基づく排出抑制指針

の強化、ポテンシャル診断などの充実などにより、全業種で経済合理的な技術を導入（例：

支援等を含め数年間で投資回収可能な技術は全業種で導入）することを想定。高位ケース

                                                   
1革新的エネルギー・環境戦略においては、選択肢中、中位ケースを採用している。 
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では中位ケースの施策に加え、効率の悪い製品の製造・販売禁止などの規制も導入し、全

業種で BAT の導入による最大限の省エネを見込むことを想定した。 

 

○プロセスイノベーションの促進施策としては、低位ケースでは、自主的な省エネ行動の着

実な実施と政府の関与による評価・検証、温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度、中

小企業グリーン投資促進助成金を、中位ケースでは、削減ポテンシャル診断支援の拡充、

BATに基づく企業別の排出削減目標の設定、BATデータベースの導入等を、高位ケース

では、BATの拡充を図り、企業別の排出削減目標の更なる強化、公的年金等に対する低

炭素運用の厳格化を提案した。 

 

○なお、各社、各団体の取組の進捗状況については、透明性を確保するため、政府が関与し

つつ、確認、検証を行っていくことが重要である。確認、検証においては、各社、各団体

は、取組の進捗状況を定量的に示し、仮に、取組の水準が十分でない場合や、進捗が十分

でない場合には、企業別の排出目標の設定やそれを担保する仕組みの構築などにより、更

に政府の関与を段階的に強化していくなど様々な施策を検討していくことが重要である。

特に、業種横断技術については、技術の種類も多く、企業も多種多様であることから、達

成状況のフォローアップについては、上記の施策を含め様々な創意工夫を働かせることが

考えられる。 
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（業務・家庭部門） 

図表３－１５ ケースごとの主な対策導入量・施策（住宅・建築物分野） 

 
 

（住宅・建築物分野の対策・施策の強化） 

○2050年までにストック平均でCO2ゼロエミッションを実現するため、以下のような対策

を最大限に推進することが重要である。 

①住宅・建築物の外皮性能2の大幅な向上 

②省エネルギー機器の更なる普及 

③太陽光発電、太陽熱、地中熱、バイオマス等の地域分散型の再生可能エネルギーの更な

る積極的な利用 

 

○住宅・建築物の外皮性能の大幅な向上に関しては、2020年までにすべての新築住宅の断

熱水準の義務化を行う。また、平成11年基準を更に上回る推奨基準を設け、これを満た

す新築住宅に対する支援を行うことが必要である。省エネ基準の適合義務化に向けては、

その実効性を担保するため、省エネルギー性能を的確に審査するための体制の整備や人材

育成が必要である。同時に、中小事業者を対象として断熱施工技術向上のための講習・実

務研修を行うなどの対応が必要である。 

 

○既存の住宅・建築物の低炭素化を進めるには、サプライヤーオブリゲーション3のように

                                                   
2 断熱性能、気密性能等の建物の構造に係る性能を指す。 
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エネルギー供給事業者に対する需要家の省エネ支援の義務付けや、金融スキームとのセッ

トで既存の賃貸住宅の断熱義務化を行うなどの規制や強力な誘導とともに、既存の住宅・

建築物の省エネルギー性能を客観的に評価して分かりやすく表示するなどのラベリング

やその活用により、居住者や所有者に対し省エネリフォームの動機付けを図り、省エネリ

フォームを多面的な施策により推進することが必要である。 

 

○省エネルギー機器の更なる普及に関しては、トップランナー基準の段階的強化や対象品目

の拡大により、省エネルギー性能の更なる向上に向けた技術開発を促すとともに、MEPS
や、従来のグリーン購入を一歩進めた、官公庁等において優れた省エネ製品等の採用を義

務付けるエコプレミアム制度の導入等が必要である。 

 

○地域分散型の再生可能エネルギーの積極的な利用に関しては、太陽光発電や蓄電池等の普

及とともに、家庭がエネルギー需給調整に能動的に参加できるような料金体系の導入が必

要である。 

 

○ライフスタイルの変革に関しては、震災後に芽生えた節電意識を確実に定着させていくた

め、家庭やオフィス等におけるエネルギー消費の見える化を進めていく。この観点と再生

可能エネルギーの大量導入に向けた将来の電力システムにおける需給調整への需要家の

参加（需要の能動化）を進めるために、HEMS・BEMS の標準化や温室効果ガス削減ポ

テンシャル診断を進めていく。 

  

                                                                                                                                                                           
3 エネルギー供給事業者に対し、一定量の省エネ目標を課す制度。英国等のホワイト証書制度では、省エ

ネ達成量に応じて事業者に対して証書を発行する。供給事業者は自らの削減によって省エネ目標を達成

するか、証書を市場で調達して達成するか選択が可能である。省エネの手段としては、エンドユーザー

を対象とする省エネ改修、高効率機器導入等の事業が該当する。 
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（分野横断的な取組、基盤的な取組） 

（税制のグリーン化について） 
 
○ エネルギー課税、車体課税といった環境関連税制等のグリーン化を推進することは、低

炭素化の促進をはじめとする地球温暖化対策のための重要な施策である。 
本年 10 月から施行される地球温暖化対策のための石油石炭税の税率の特例は、税制に

よる地球温暖化対策を強化するとともに、エネルギー起源 CO2排出抑制のための諸施策

を実施していくため、全化石燃料を課税ベースとする現行の石油石炭税に CO2排出量に

応じた税率を上乗せするものである。本税の税収を活用して、省エネルギー対策、再生可

能エネルギー普及、化石燃料のクリーン化・効率化などのエネルギー起源 CO2排出抑制

の諸施策を着実に実施していく。 
また、エネルギー課税、車体課税といった環境関連税制等による環境効果等について、

諸外国の状況を含め、総合的・体系的に調査・分析することにより、地球温暖化対策の取

組を進めるため、税制全体のグリーン化を推進する。 
 
（国内排出量取引制度について） 
 
○ 温室効果ガスの排出者の一定の期間における温室効果ガスの排出量の限度を定めると

ともに、その遵守のための他の排出者との温室効果ガスの排出量に係る取引等を認める国

内排出量取引制度については、平成 22 年 12 月にとりまとめられた地球温暖化問題に関

する閣僚委員会の決定に基づき、政府においては、我が国の産業に対する負担やこれに伴

う雇用への影響、海外における排出量取引制度の動向とその効果、国内において先行する

主な地球温暖化対策の運用評価等を見極め、慎重に検討を行ってきているところ。 
 
○ 2013 年以降の対策に関し、初期投資が大きくとも社会的効用を勘案すれば導入すべき

低炭素技術・製品等について、導入可能な最大限の対策を見込む場合には、その導入に当

たって、どのような障壁があるのかを把握しながら、国内排出量取引制度の創設を含めた

様々な施策の導入を検討していくことが重要であるが、いずれの場合であっても、各社、

各団体の取組状況の確認、検証を踏まえ、取組の水準が十分でない場合や進捗が十分でな

い場合には、排出目標を担保する施策の創設を検討する必要がある。 
 


